
13

掲載（予定）テーマ
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時
間
休
業
で
な
い
限
り
は
、
通
常
、
所

定
始
業
時
刻
か
ら
所
定
終
業
時
刻
ま
で

の
所
定
労
働
時
間
を
休
業
の
対
象
と
し

て
定
め
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

⑶　

休
業
の
対
象
者
（
第
３
条
）

　

休
業
の
対
象
者
に
つ
き
、
第
１
項
で

は
、
部
ご
と
の
所
属
従
業
員
を
対
象
に

し
て
い
ま
す
。
１
項
た
だ
し
書
は
、
事

業
を
継
続
し
て
い
く
た
め
に
不
可
欠
な

人
材
が
い
る
こ
と
を
想
定
し
、
そ
の
よ

う
な
者
を
休
業
の
対
象
か
ら
除
外
す
る

た
め
の
規
定
で
す
。

　

ま
た
、
２
項
は
、
１
日
の
休
業
対
象

者
の
お
お
む
ね
の
人
数
を
記
載
す
る
こ

と
に
よ
り
、
労
働
者
（
労
働
組
合
）
に

と
っ
て
、
休
業
人
数
の
予
測
可
能
性
を

担
保
す
る
規
定
と
し
て
い
ま
す
。

⑷　

休
業
手
当
の
支
払
基
準（
第
４
条
）

　

休
業
期
間
中
の
休
業
手
当
の
額
が
、

労
働
基
準
法
26
条
に
違
反
し
て
い
な
い

こ
と
が
重
要
で
す
。
つ
ま
り
、
休
業
に

つ
き
、
平
均
賃
金
の
60
％
以
上
の
支
払

い
が
必
要
で
す
。
平
均
賃
金
は
、
算
定

す
べ
き
事
由
の
発
生
し
た
日
以
前
の
３

か
月
間
に
、
そ
の
労
働
者
に
対
し
支
払

わ
れ
た
賃
金
の
総
額
を
そ
の
期
間
の
総

日
数
で
除
し
た
金
額
を
い
い
ま
す
（
労

基
法
12
条
）。
平
均
賃
金
を
算
定
す
る

際
の
対
象
は
「
賃
金
の
総
額
」
で
す
の

で
、
残
業
代
等
も
算
定
基
礎
に
含
ま
れ

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

本
協
定
書
に
お
け
る
基
準
額
（
月

額
）は
、「
基
準
賃
金
÷
１
か
月
の
平
均

所
定
労
働
日
数
」
と
い
う
よ
う
に
、
平

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
に
よ
り
売
上
が
減
少
し

て
い
る
企
業
が
増
え
て
お
り
、
経
費
削
減
の
一
環
と
し

て
休
業
が
考
え
ら
れ
ま
す
。
そ
こ
で
、
今
回
は
、
休
業

労
使
協
定
書
に
関
す
る
留
意
点
を
説
明
し
ま
す
。

労
使
協
定
書
作
成
に
あ
た
っ

て
の
留
意
点

●２⑴　

休
業
の
実
施
予
定
日
（
第
１
条
）

　

休
業
を
実
施
す
る
期
間
、
お
よ
び
そ

の
期
間
中
に
休
業
を
行
な
う
予
定
日
を

規
定
し
ま
す
。
休
業
は
１
日
の
う
ち
の

一
部
の
休
業
に
よ
っ
て
も
成
り
立
ち
ま

す
。
２
項
た
だ
し
書
は
、
短
時
間
休
業

の
規
定
で
す
が
、
短
時
間
休
業
を
行
な

わ
な
い
場
合
に
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。

　

本
協
定
書
の
休
業
期
間
は
、
例
と
し

て
４
日
間
と
し
て
い
ま
す
。
各
企
業
に

お
い
て
は
、
休
業
日
数
を
記
入
す
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

⑵　

休
業
の
時
間
数
（
第
２
条
）

　

休
業
の
時
間
数
を
規
定
し
ま
す
。
短

休
業
労
使
協
定
書

と
は

●１
　

休
業
と
は
、
労
働
契
約
上
、
労
働
義

務
あ
る
時
間
に
つ
い
て
労
働
を
な
し
え

な
く
な
る
こ
と
で
あ
り
、
集
団
的
（
一

斉
）
休
業
で
あ
る
か
、
個
々
人
の
み
の

休
業
で
あ
る
か
を
問
わ
な
い
と
さ
れ
て

い
ま
す
。
丸
１
日
の
休
業
の
み
な
ら

ず
、
１
日
の
所
定
労
働
時
間
の
一
部
の

み
の
休
業
も
含
ま
れ
ま
す
。

　

そ
し
て
、
休
業
労
使
協
定
と
は
、
こ

の
休
業
に
つ
い
て
の
、
企
業
と
労
働
者

代
表
（
ま
た
は
労
働
組
合
）
と
の
取
決

め
を
い
い
ま
す
。
以
下
、
休
業
労
使
協

定
書
を
作
成
す
る
う
え
で
の
留
意
点
を

説
明
し
ま
す
。

休
業
労
使
協
定
書

７月号　労働者派遣法第30条の４第１項の規定に基づく労使協定
８月号　休業労使協定書
９月号　計画年休に関する労使協定
10月号　育児・介護のための所定時間労働の免除・短縮時間の適用除外協定
11月号　ストレスチェック制度実施規程
12月号　車両（マイカー）管理規程

黒
　
田
　
雄
　
太

弁
護
士
田
　
村
　
裕
一
郎

弁
護
士
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均
賃
金
と
は
別
の
計
算
で
あ
る
こ
と
を

前
提
に
し
て
い
ま
す
。
こ
の
場
合
、
残

業
代
等
を
算
定
基
礎
に
含
め
る
こ
と
を

想
定
し
て
い
ま
せ
ん
。

　

そ
の
た
め
、
設
定
す
る
パ
ー
セ
ン
テ

ー
ジ
に
よ
っ
て
は
、
最
終
的
な
支
払
額

が
平
均
賃
金
の
60
％
未
満
と
な
っ
て
し

ま
う
可
能
性
が
あ
り
、
労
基
法
26
条
に

違
反
し
て
し
ま
い
ま
す
。

　

ま
た
、
短
時
間
休
業
を
行
な
っ
た
場

合
に
は
、
労
働
し
た
時
間
に
応
じ
て
賃

金
が
支
払
わ
れ
て
い
て
も
、
そ
の
日
の

全
体
に
つ
い
て
平
均
賃
金
の
60
％
を
下

回
る
賃
金
の
支
払
い
に
な
れ
ば
、
労
基

法
26
条
の
規
定
に
反
す
る
こ
と
と
な
る

の
で
注
意
が
必
要
で
す
。

　

こ
れ
ら
を
防
ぐ
た
め
、
本
協
定
書
の

「
な
お
書
き
」
に
は
「
休
業
手
当
は
、

平
均
賃
金
の
60
％
を
下
回
ら
な
い
も
の

と
す
る
」
と
記
載
し
て
い
ま
す
。

⑸　

附
則
（
第
５
条
）

　

第
１
条
に
お
い
て
休
業
の
実
施
予
定

日
等
を
規
定
し
て
い
る
と
お
り
、
本
協

定
書
は
時
限
的
な
協
定
で
す
。
そ
の
た

め
、
本
協
定
書
の
有
効
期
間
を
明
確
に

定
め
て
お
く
こ
と
で
、
労
使
双
方
の
誤

解
を
防
ぐ
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

な
お
、
本
有
効
期
間
を
超
え
て
、
さ

ら
に
協
定
を
締
結
す
る
必
要
が
生
じ
た

場
合
に
は
、
改
め
て
協
定
を
締
結
す
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。

⑹　

雇
用
調
整
助
成
金
と
の
関
係

　

雇
用
調
整
助
成
金
を
申
請
す
る
場

合
、
添
付
書
類
と
し
て
休
業
協
定
書
の

提
出
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
本
協
定
書

は
、
雇
用
調
整
助
成
金
の
受
給
を
前
提

と
し
た
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、

同
助
成
金
を
申
請
す
る
場
合
、
外
部
専

門
家
に
相
談
の
う
え
、
本
協
定
書
の
内

容
を
適
宜
修
正
し
て
く
だ
さ
い
。

⑺　

留
意
点

　

企
業
が
当
該
労
働
者
を
休
ま
せ
た
こ

と
（
休
業
）
に
つ
い
て
、
そ
の
理
由
が

使
用
者
に
よ
る
「
責
め
に
帰
す
べ
き
事

由
」（
民
法
５
３
６
条
２
項
）
に
該
当

す
る
場
合
、
使
用
者
に
10
割
の
賃
金
の

支
払
義
務
が
生
じ
、
労
働
者
が
こ
れ
を

要
求
す
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
就
業
規
則
に
「
休
業
に
関

し
、
民
法
５
３
６
条
２
項
の
規
定
を
排

除
す
る
」
旨
を
明
確
に
し
て
お
く
べ
き

で
す
。�

●▲

■休業労使協定書例

休業労使協定書

　○○株式会社と○○事業場従業員代表○○/○○労働組合と
は、休業の実施に関し、次のとおり協定する。
第１条（休業の実施予定日等）
１　休業は、〇年〇月〇日から○年○月〇日までの間において、

これらの日を含め４日間実施する。
２　休業日は、○月○日、○日、○日、○日とする。ただし、そ

のうち○日は短時間休業とする。
第２条（休業の時間数）
　休業は、所定始業時刻から所定終業時刻までの間行なう。ただ
し、短時間休業の場合、この時間帯のうち○時間行なう。
第３条（休業の対象者）
１  休業部門は、次のとおりとする。ただし、会社が認めた者に

ついては除くこととする。
　⑴　製造部（ただし、○○課は除く）
　⑵　○○部（ただし、○○課は除く）
２　休業人数は、おおむね次のとおりとする。
　⑴　製造部　○人
　⑵　○○部　○人
第４条（休業手当の支払基準）
　休業中は、１日当たり、次の１によって算定した額の○％相当
額の休業手当を支給する。ただし、短時間休業の場合、１時間当
たり、次の２によって算定した額の同率相当額の休業手当を支給
する。なお、休業手当は、平均賃金の60％を下回らないものとす
る。
１　１日当たりの賃金額の算定方法
　⑴　月ごとに支払う賃金　　　�基準賃金÷１か月の平均所定労

働日数 
　⑵　日ごとに支払う賃金　　　その日額 
　⑶　時間ごとに支払う賃金　　�その時間額×１日の所定労働時

間数 
２　１時間当たりの賃金額の算定方法
　⑴　月ごとに支払う賃金　　　�基準賃金÷１か月の平均所定労

働日数÷１日の所定労働時間数
　⑵　日ごとに支払う賃金　　　�その日額÷１日の所定労働時間

数
　⑶　時間ごとに支払う賃金　　その時間額 
　　基準賃金は、基本給、特殊手当、能力手当、および○○を含

むものとする。
第５条（附則）
　この協定の有効期間は○年○月○日より○年○月○日までとす
る。

○年○月○日
� ○○株式会社
� 代表取締役社長　○○○○　印
� ○○事業場従業員代表／○○労働組合執行委員長
� ○○○○　印

た
む
ら
　
ゆ
う
い
ち
ろ
う
　
多
湖
・
岩
田
・
田
村
法
律
事
務
所
パ
ー
ト
ナ
ー
。
弁
護
士
、
ニ
ュ
ー

ヨ
ー
ク
州
弁
護
士
。
第
一
東
京
弁
護
士
会
（
元
）
労
働
法
制
委
員
会
委
員
。

く
ろ
だ
　
ゆ
う
た
　
多
湖
・
岩
田
・
田
村
法
律
事
務
所
ア
ソ
シ
エ
イ
ト
。
弁
護
士
。


